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The connection between the newsletter of the early public hall and 
 the prewar local community media  
in the case of Tatsuoka Village and Shigeno Village 
 in Nagano Prefecture 






This paper is the first half of the paper which examines how the public hall newsletter of the early public hall is 
connected to the prewar local community media in the case of Tatsuoka Village and Shigeno Village in Nagano 
Prefecture. 
In Tatsuoka and Shigeno, local community media were published by local residents, especially young people, 
before the war. It will be discontinued due to the wartime regime. 
During the postwar democratization, a public hall was set up and a public hall newsletter was issued, but there 
are differences in the issuing systems in Tatsuoka and Shigeno. 
From these cases, it is clarified that the business of editing and publishing the local community media of residents 
from the early Showa period to 1940 will continue after the war, while being linked to national policies, especially 
social education (out-of-school education) and public hall policies. 
In this paper, it is revealed that in Tatsuoka village, the pre-war local community media publishing led to the 
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まず、長野県における公民館設置の経緯について、『長野県社会教育史』からまとめてみる。 
1945（昭和 20）年 12月 10日に、長野県は、「新しい民主的日本を建設するために、ますます社会
教育の重要性が加えられてきた状勢に鑑みて」（社会教育法施行三十周年記念誌編集委員会、1982、
272）「社会教育振興に関する件依命通牒」を市町村向けに発している。1945（昭和 20）年 9月 15日
に「新日本建設ノ教育方針」が出されて３ヶ月後である。 















翌年の 1947（昭和 22）年 11月には、長野県は、長野市と松本市で「公民館運営協議大会」を開催
し、寺中作雄を招聘している（社会教育法施行三十周年記念誌編集委員会、1982、302）。 
1949（昭和 24）年度までの公民館設置状況を『長野県社会教育史』から作成すると以下となる。 
表１ 1949（昭和 24）年度までの公民館設置状況 
 市町村数 公民館設置市町村数 公民館数 
1946（昭和 21）年 383 10 12 
1947（昭和 22）年 383 120 126 
1948（昭和 23）年 ＊383 ＊285 285 
1949（昭和 24）年 382 241 245 
（『長野県社会教育史』第 85表と第 86表から作成。＊は第 85表の数値を採用） 







1-2-2  長野県での公民館報・青年団報等の発行状況 
表２では、長野県公民館運営協議会による『公民館運営の指針』（長野県公民館運営協議会、1951、
47）に掲載されたデータ及びそれらを再集計したものを整理した。 
表２  1950（昭和 25）年 11月末の公民館報・青年団報等発行状況（『公民館運営の指針』の再集計） 





























南佐久 23 7 7 11 30.4% 30.4% 47.8% 1.57 
北佐久 27 13 4 9 48.1% 14.8% 33.3% 2.25 
小県 32 18 9 17 56.3% 28.1% 53.1% 1.89 
諏訪 20 4 6 ― 20.0% 30.0% ― ― 
上伊那 31 8 13 ― 25.8% 41.9% ― ― 
下伊那 42 12 31 1 28.6% 73.8% 2.4% 0.03 
西筑摩 15 3 4 ― 20.0% 26.7% ― ― 
東筑摩 36 3 22 4 8.3% 61.1% 11.1% 0.18 
南安曇 16 6 8 2 37.5% 50.0% 12.5% 0.25 
北安曇 17 1 11 2 5.9% 64.7% 11.8% 0.18 
更級 25 1 13 1 4.0% 52.0% 4.0% 0.08 
埴科 17 3 7 2 17.6% 41.2% 11.8% 0.29 
上高井 14 6 7 ― 42.9% 50.0% ― ― 
下高井 20 2 3 ― 10.0% 15.0% ― ― 
上水内 27 4 19 2 14.8% 70.4% 7.4% 0.11 
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郡部 372 93 166 51 25.0% 44.6% 13.7% 0.31 
市部 
長野 1 1 1 ― 100.0% 100.0% ― ― 
松本 1 1 ― ― 100.0% ― ― ― 
上田 1 1 ― ― 100.0% ― ― ― 
飯田 1 1 ― ― 100.0% ― ― ― 
諏訪 1 1 ― ― 100.0% ― ― ― 
岡谷 1 1 ― ― 100.0% ― ― ― 
市部 6 6 1 ― 100.0% 16.7% ― ― 























1982、296 【 】は筆者）とも書き加えている。 





















































































そして、内務省や長野県特高警察の新聞統合・新聞統制によって、1940（昭和 15）年 10月 20日の
号を最終号として廃刊となった（森谷、2020、92-6）。 
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2-2 竜丘村公民館と公民館報 
ここでは、竜丘村公民館の館報、すなわち 1956（昭和 31）年 9月 30日の飯田市との合併以前の公
民館報を検討する。その際、資料として飯田市竜丘自治振興センターが「館報たつおか」としてアッ
プロードしているものを用いる。 














































る「飯田市」や「飯田市龍丘版」の名称を持つ発行物を経て、昭和 39年 6月 12日からは「館報たつお
か」となり、現在に至っている。しかも、号数は、「飯田市」や「飯田市龍丘版」を含め、1948（昭和
23）年の「竜丘公民館」第１号から継続されている。 
図１  竜丘村公民館昭和 24年度役員組織（館報第２号） 





第 1号  1948（昭和 23）年 3月 1日 総務部、情報部、教養部、図書部、産業部、体育部、保健衛生部、芸能部 
第 2号  1949（昭和 24）年 5月 13日 情報部、教養部、図書部、産業部、体育部、保健衛生部、芸能部 
第 13号  1950（昭和 25）年 4月 25日 教養部、産業部、体育部、芸能部、図書部、情報部、社会部 
第 22号  1951（昭和 26）年 8月 5日 教養部、芸能部、保健衛生部、体育部、社会部、情報部、産業部 
第 38号  1953（昭和 28）年 5月 25日 文化部、産業部、体育部、芸能部、館報編集部、図書部 
第 54号  1955（昭和 30）年 5月 25日 教養部、社会部、産業部、体育部、視聴覚部、編集部、図書部 
第 60号  1956（昭和 31）年 2月 10日 教養部、社会部、産業部、体育部、視聴覚部、編集部、図書部 
題字下の編集人を各号で追ってみると、表３と整合しない箇所もあるが、表４となる。 
表４ 編集人の変遷 
名  称 編集人 号  数 
「竜丘村公民館」 情報部 第 1号（昭和 23年 3月 1日） 
「竜丘村」 情報部 第 2号（昭和 24年 5月 13日）〜第 14号（昭和 25年 5月 25日） 
「たつおか」 情報部 第 15号（昭和 25年 6月 25日）〜第 26号（昭和 26年 12月 15日） 
「たつおか」 館長 第 27号（昭和 27年 2月 15日）〜第 28号（昭和 27年 6月 25日） 
「たつおか」 情報部 第 29号（昭和 27年 6月 25日）〜第 35号（昭和 28年 3月 27日） 
  第 36号、第 37号はアップロードされていない 



































1951（昭和 26）年７月 10日の第 21号（名称は「た
つおか」）の記事「村報特別購読申込について」が興











図４ 第 21号の特別購読申し込み案内 







ここでは、1948（昭和 23）年３月の創刊号から 1953（昭和 28）
年 5 月の 38 号までの具体的な記事を取り上げた。社会教育法の


























2-3-2  木下陸奥の指摘にみる「連続性」 
図５ 第 38号の原稿募集 


















久保田經男は、1933（昭和 8）年１月 25日から 1934（昭和 9）年１月 20日の間、「竜丘時報」の
編集兼発行人を務め、最終号（1940年「昭和 15年 10月 20日」号）で、「懐古録（秋空雑記）」と




















































とは、拙稿で示している（森谷、2009  森谷、2017）。 
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の民間有力者の中から 7 の(2)に記した公 民館設
置準備委員会等に於て適宜話合の上選んでもよい
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